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　Ｉ．はじめに
　従業員と組織の関係(employee-organization relationship;E-O relationship)
は，昔からの研究領域である。それは当事者間の関係メカニズムをどのよ
うな視点や概念，フレームに基づいて説明できるのか，そして実践的示唆
を与えることができるのか,を探究するものである。例えば,これまでの仕
事の進め方が突如変更されたり，予想もしていなかった新しい人事施策・
制度が突然導入されたりすると，従業員は少なくとも２つの反応パターン
を示すことは想像し易い。程度の問題こそあれ，それは肯定的反応を示す
パターンと否定的反応を示すパターンである。そうした従業員の反応がみ
られる場合，従業員と組織の関係が従来どおり継続するか否かは，変更を
実施する側よりも，むしろ変更に対して反応を示す側の問題である。特
に，従業員が変更される条件や内容をどの程度受容するかに拠っている。
　従業員が変更を受容する程度は，企業組織が活動を展開するための基盤
に多少なりとも影響を及ぼすものである。従業員が理解している条件と組
織が変更する条件とのあいだに認知上の相違が生起し，組織の意図が新し
い関係に反映できるかが明確ではないからである。個人が新しい情報を必
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要としない限り，反応を示すことがない｢断続的情報処理プロセス
(discontinuousinformation processing)｣という概念1)が示すまでもなく
(Rousseau,1996)，組織が従業員と関係を成立させている条件の変更は，従
業員の情報収集・処理活動を喚起し，活発化させることになる。その結
果，関係当事者の条件に対する解釈の相違は，従来の関係そのものの変更
をもたらしてしまうことになる。
　関係を成立させている条件の変更後に，雇用関係が安定して継続する場
合やその関係が好転する場合には，従来の条件の変更とそれの受容が問題
なく進展していることを意味する。これは組織が意図する方向に事態が展
開しているということに他ならない。だが，実際には，関係を成立させて
いる条件に変更が加えられる限り，組織が思い描くようなかたちで新しい
関係の成立，維持，発展をみることは難しい。これは，関係の成立には，
常に当事者が２組以上存在し，条件の変更の受容を選択する個人の認知が
基底に存在するためである。
　関係当事者の認知に立脚し，従業員と組織の関係メカニズムを解明しよ
うとする研究は，心理契約(psychological contracts)の考え方を中心にして
近年著しい展開をみせている2)。交換関係(exchange relationships)を中心と
した, E-0関係メカニズムの研究は，昔からのものであるが，個人のメ
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ンタルモデルを基礎とした理論研究や実証研究は比較的新しい研究なので
ある。従って，雇用関係を捉える代表的なフレームとして心理契約が捉え
られることが少なくない(Tetrick,2002; Coyle-Shapiro,2002）。
　従って，本研究では，従業員と組織の関係メカニズムを理解するための
分析概念や考え方の一つである心理契約を取り上げ，最近の研究の動向
を，実証研究の整理を中心として検討・考察を進めることを主なねらいと
する３）。
　Ⅱ．心理契約研究にみる中核概念
・心理契約の概念化の流れ
　心理契約概念の初期の研究は, Argyris (1960）の研究に求めることが
一般的な見方である(Robinson,1996; Anderson & Schalk,1998; Guest, 1998;
Thomas & Anderson, 1998; Tumley & Feldman,1999; Shore, 2002; Coyle-Shapixo,
2002）。工場の現場作業員と職長の関係にみられる暗黙の了解を「心理的
作業契約(psychological work contract)」概念で説明したことが最初とされて
いる。表１．で示すように, Shore (2002）やAnderson & Schalk (1998）
は，心理契約の概念化に貢献した，最近までの代表的な研究者をあげ，各
研究者による概念の捉え方やその定義上の強調点について時系列的に指摘
している。それは，心理契約のどの局面を強調するかがポイントになるわ
けだが，今日まで少なくとも３つの段階を経ているとみることができる。
　第Ｉ段階に位置づけられる心理契約の概念化の研究は, ArgyrisとLe-
vinson ｄ?｡（1962）による研究である。 Argyrisの心理契約の特徴は既述
したとおりである。それに対して, Levinsonｅt al.は，書かれざる契約
(unwritten contract)を心理契約の中心として捉え，それを従業員と組織のあ
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表1.心理契約の概念化の流れ(注1)
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いだにみられる相互の期待であると位置づけ，説明する。従業員と雇用主
の関係に先行する暗黙の期待や語られることのない期待がこの概念におい
て強調されている点である(Anderson & Schalk,1998)。
　第Ⅱ段階にあたる研究は, Schein (1965; 1980)の研究である。 Scheinの
心理契約の認識は，組織の構成員と他の構成員のあいだの書かれざる期待
を強調したものである。ただ, Scheinの心理契約の捉え方には，個人
レべルと組織レべルの異なる２つのレべルがみられるため，異なるレべル
による期待の比較方法の問題，また組織を代表する主体の問題があると指
摘されている。このような心理契約の概念化の動きには，第Ｉ段階と第Ⅱ
段階に共通する考え方が基底にみられることは言うまでもない。それは関
係当事者間の交換関係の暗黙的側面である。こうした心理契約の概念研究
は，従業員と組織の交換関係にみられる明示的な側面ではなく，暗黙的な
側面を取り上げることが中心であったといえる(Millward & Brewerton,
1999;Shore,2002)。
　第Ⅲ段階にあたる心理契約の概念化研究は, Rousseau (1995; 1990; 1989)
の研究に求められる。興味深いことに, Rousseau (1998)は, Argyrisや
Levinson ｅtal.(1962)による心理契約の概念と相違を認めず，彼女自身に
よる定義と同一視している点は看過できない。だが, Rousseauによる心
理契約の概念は，個人と組織のような異なるレべルにみる当事者間の双務
的関係(bilateralrelationship)から片務的な(unilateral)個人レべルで概念を捉
えるパースペクティブに移行したという見方もあって, Argyris, Levinson
ｅtal.やScheinによる概念定義とは異なるものである(Anderson &
Schalk,1998)。また, Rousseau (1989)の研究を契機として，心理契約が構
成概念として捉えられはじめ，それはその後の心理契約研究における実証
研究に大きく影響しているとの評価がなされている(Porter, Pearce,Tripoli,
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・最近の概念化の動き
　Rousseau (1989; 1990)の心理契約概念は，個人の知覚レべルでの現象で
あるという立場と関係当事者が実際には契約条件に同意していないことを
前提に置いているという点を明確に概念化している点で，表１．の第Ｉ段
階および第Ⅱ段階の研究者による心理契約の捉え方とは異なるものである
(Shore,2002; Tetrick,2002)。また,心理契約を捉えるうえでの重点として，
個人の主観的側面や知覚する主体の心(the mind of the perｃｅｉｖｅr)4)を指摘
し，暗黙的な契約(implied contracts)や規範的な契約(normative contracts)と
いった他の契約類型5)と心理契約を分類し，整理している(Rousseau,
1995)。これは心理契約を狭義に捉えることで，構成概念として位置づけ
た結果である(Anderson & Schalk,1998; Rousseau, 1998; Millward & Brewerton,
1999)。こうした点以外にも, Rousseauの概念には，心理契約が成立する
うえで鍵となる，約束(promises)や相互関係(mutuality)という要因が指摘
されており，それらは先の第Ｉ段階や第Ⅱ段階でみられる概念とは異なる
ものとして捉えられる。
　しかしながら, Rousseauの心理契約概念が今日的な第Ⅲ段階に位置づ
けられ，多くの心理契約研究において採用されていても，依然として総意
が得られないといった状況もみられる。要するに，心理契約の研究がこれ
まで数多くみられるにもかかわらず，心理契約とは何か，についての総意
がみられないのである。特に問題となっている点は，異なる術語の組み合
わせによるものである(Anderson & Schalk,1998; Guest, 1998; Shore, 2002)。
　例えば, Levinson政派やScheinは，｢期待(expectations)｣という術語
を心理契約概念の中核に位置づけているのに対して, Rousseauの心理契
約概念では，条件付きで採用されているにしか過ぎない。基本的には期待
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が「約束」に基づかない限り，期待は契約的側面を包含するものではな
く，契約とは異なる別のものであるという視点に立っている。 Rousseau
のこうした立場を支持する研究者もみられる（例えば, Rousseau & Parks,
1993;　Robinson　＆　Rousseau,1994;　Robinson,1996;　Rousseau　＆　Tijoriwala,
1998）。知覚，信念，約束，義務といった術語においても，他の術語との
関連において用語上の問題が依然として残されているとの指摘がある。
　実際, Rousseauは，心理契約の概念定義で採用している術語について，
それぞれの定義を試みているが，問題は定義の仕方にあるのではなく，類
似概念との相違，区分が問題の焦点になっている。 Shore (2002）は，期
待が契約的側面を包含するものであるか否かの議論も現時点6）において，
大きく意見が分かれていることを指摘しており，約束と期待の相違を考察
するような研究が必要であると指摘する。 Rousseauによる心理契約概念
が中心的な分析概念として位置づけられていることは，多くの心理契約研
究から認められることだが，概念化に係る問題がすべて解決していないの
が昨今の状況であるといえる。
・最近の心理契約研究にみる心理契約の定義
　心理契約の研究を進めていくには，特に実証研究を進める場合には，心
理契約の概念の操作化か重要であることは言うまでもない。心理契約をど
のように捉えるかといった一般的定義の問題に直面しつつも，調査段階で
使えるような心理契約概念の変数化，操作化（作業定義）を行わない限り，
調査を実際進めていくことが難しいからである。ここでは，最近の実証研
究を中心として，各研究において採用されている心理契約の具体的定義の
傾向を捉えてみたい。
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表2.最近の実証研究にみる心理契約の概念定義(注1)
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　表2.は，最近の心理契約研究を対象として，各研究でみられる心理契
約の一般的ないし具体的定義を列挙し，中心となっている概念定義を確認
しようとしたものである。なお，表中のすべての研究が実証研究であり，
その研究の性格上，心理契約概念の変数化，操作化か要求されるもので
ある。ちなみに, Rousseau & Tijoriwala(1998)が指摘するように，心理
契約に係る実証研究の積極展開がみられたのは，1990年代に入ってから
のことである。
　表2.から，大きな特徴として指摘できることは，大半の研究にみられ
る心理契約の定義がRousseauの定義に依拠している点である。 Rousseau
による研究の中でも，最も採用されている定義は, Rousseau (1989; 1990;
1995)による研究の概念定義である。特にRousseau (1989)の研究は，1970
年代そして1980年代に最も引用されることが多かった, Schein (1965)の
研究からの転換点に位置づけられる研究である(Roehling,1996; Shore,
2002)。それは，既述したとおり，従来の交換関係の議論では，心理契
約が暗黙的な側面を論じるために採用されていたのに対して, Rousseau
は心理契約を操作可能な次元での構成概念として研究を進めたことによ
る。
　例えば, Porter,Pearce, Tripoli,& Lewis (1998)の研究では，今日みら
れる心理契約概念はRousseauの研究が基礎となっていると認識し，
Rousseau (1995)の定義を採用している。一般的に心理契約を捉える場合
においても, Rousseauの定義に依拠する研究が大半を占めており，心理
契約を｢関係当事者間にみられる相互義務に対する従業員の信念である｣
と定義している(Kickul, Lester,& Finkl,2002)。既述したとおり，心理契約
概念の成立要因には若干の相違がみられるものの, Rousseauによる心理
契約の概念定義が実証研究では採用されることが多く，一般化していると
いえる。
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　Ⅲ．実証研究にみる心理契約研究の展開
・心理契約研究の類型
　近年の心理契約研究は，実証研究が中心である(Rousseau & Tijoriwala,
1998)。観察可能な現象を経験的事実と照合し，仮設の検証を通じて関連
性や因果性を探索する試みは，心理契約の概念が操作可能な分析概念の水
準まで到達していることを意味する。実証研究を中心とした心理契約研究
は，心理契約それ自体を研究対象とするものと心理契約と従業員の態度・
行動の関連性や因果性を対象とする研究の２つに大別できる。前者は，心
理契約には幾つかの構成要因，次元，側面，類型などがあることを仮定
し，それらの実証を進めていく研究である。後者は，心理契約を従業員の
態度・行動に関係する，あるいは影響すると仮定された状況要因との関連
性を実証しようとする研究である。
　Rousseau　& Tijoriwala(1998)は，心理契約それ自体の研究，心理契約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１と従業員の態度・行動との関連性といった研究類型にプロセス研究も加え
て，図１のように心理契約の研究を1)内容志向，2)特徴志向，そして3)
評価志向の３つに類型化している。個人の心理契約を特徴づける契約条件
や相互義務の探索を研究対象とするのが，内容志向(content-oriented)の研
究である。この研究スタイルでは，必ずしも従業員の視点から捉えた心理
契約研究だけではなく，雇用主の視点あるいは双方の視点からの研究もみ
られる。関係当事者の視点以外にも，成立条件，契約の基礎的条件など，
心理契約を局所的に研究するのか，契約内容全体の特徴づけを研究対象と
するかによって，内容志向の研究は異なる方向性を示,している。
　特徴志向(feature-oriented)の研究は，心理契約の安定性(不安定性)また
は暗黙的な程度(明示的な程度)のような次元ないし特性を比較する研究
である。内容志向の研究が職務保障やキャリア開発などといった心理契約
の条件を代替する具体的な構成要因を探究するのに対して，特徴志向の研
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図1.　Rousseau & Tijoriwalaによる心理契約研究の類型化(注1)
究は，心理契約を特徴づける形容の仕方や解釈の方法に力点を置いてい
る。従って，心理契約に関連した情報を伝達するプロセスに着目している
研究である。それは，心理契約の内容と義務の充足が形成，実施されるか
を解き明かすうえで重要な研究である。ただ，特徴志向の研究は，ほとん
ど見られないのが実際である7)。
　評価志向(evaluation-oriented)の研究とは，個人の実際の経験と現在の心
理契約について比較判断を求める研究である。この類型にあてはまる研究
として，心理契約義務の充足(fulfillment;ＰＣＦ)，心理契約の変化(change),
心理契約の違反行為(violation)が代表的な研究領域である。なお，この研
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究類型は定量的実証研究が中心である。概して，こうした研究は義務の充
足の程度や内容の変化を対象とする，心理契約それ自体の研究であると同
時に，心理契約と従業員の態度・行動に関わる他の要因との関連性や影響
の程度を分析する研究も包含されている。ただ，個人の比較判断に基づい
ているのがこの研究類型での重点であるといえる。
・最近の心理契約研究のねらい
　最近の心理契約研究は，実証的性格を有する研究が大半を占めるため，
理論研究と実証研究といった大まかな分類，整理ではなく，実証研究を研
究の性格別に分類し，整理することで，最近の心理契約研究全般にみられ
る方向性や流れを捉えておくことは重要である。また，心理契約研究の領
域において中心的なテーマを捉えるためにも，どの領域に対して比重が大
きいかを確認することは重要である。ここでは，先述のRousseau& Ti-
joriwala(1998)の研究分類の方法に依拠しながら，最近の研究の流れと重
点領域を探索的に概観してみたい。
　表3.は，近年の心理契約の研究者の多くが研究を進めるうえで依拠す
る傾向が強い, Rousseau(1990)の研究から最近の実証研究までの各研究
のねらいを列挙し，研究のタイプを判断したものである。まず，1990年
代前半は，心理契約の類型や条件を明らかにしようとする研究が中心であ
った傾向が伺える。すなわち，従業員の心理契約それ自体を研究対象とす
る内容志向型の研究である。例えば, Rousseau(1990)の研究は，心理契
約の成立要因の一つである義務を対象とした研究である。従業員の知覚の
視点に立脚し，ある条件8)に対する従業員の義務と雇用主の義務には相関
がみられるか否か，その関係のパターンの特徴が業務(transactional)に関
わる契約と関係(relational)に関わる契約9)とのあいだに一致がみられるか
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表3.心理契約研究のねらいと研究のタイプ
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否かを実証する研究を行なっている1o)。また,従業員の知覚を基礎として，
従業員と雇用主の相互義務による雇用関係の変化を検討する，相互義務の
ダイナミズムを対象とする研究もある(例えば, Robinson, Kraatz,& Rous-
seau,1994)。
　1990年代後半は，心理契約それ自体の研究というよりも，従業員の態
度・行動に影響を及ぼす他の状況要因との関連性を探索的に検討・考察し
ようとする研究が多くみられるのが特徴である。評価志向の研究が多いと
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いえる。特に,心理契約の破棄(breach; ＰＣＢ)や心理契約の違反行為(psycho-
logical contractviolation;ＰＣＶ)に代表されるように，個人の心理契約に異変
が生起した場合にみられる従業員の反応を検証する研究である(例えば，
Tumley & Feldman, 1999; 2000; Robinson & Morrison, 2000; Kickul どz?･，
2002)。なお，こうした研究の多くは，実践的なインプリケーションを考
慮して，どのような状況においてＰＣＶやＰＣＢの影響を抑えられるか，
といった条件探索的な研究でもある。
　概して，契約の条件や義務の検討を進める，心理契約のコンテンツの研
究から，個人の心理契約と他の要因との関係性や因果性を検討していく動
きが伺える。評価志向の研究類型でみられるような，心理契約を成立させ
る義務の充足(例えば, Lester et?｡,2002)に係る研究，心理契約の変化に
係る研究(例えば, Robinson & Rousseau,1994)，そしてＰＣＶまたはPCB
に係る研究領域に関心が高まっている傾向が顕著なのである。ただ，ここ
で特筆すべき点としては，評価志向の研究が増加しつつも，内容志向の研
究タイプの性格も併せ持つ研究もみられ，一概に特定の研究類型に当ては
めることが難しい研究もある。ただ，全体的な流れとしては，後で検討す
るように，評価志向の研究が最近の中心的な研究になっているといえる。
・実証研究にみる分析方法と新しい展開
　心理契約の研究領域は，心理契約の成立条件，心理契約の類型，そして
相互義務について検討・考察を行なう内容志向型の研究から，従業員の態
度・行動に係る関連分析や影響分析を中心とする評価志向型の研究にその
比重は移行しつつある。こうした状況は，各研究のねらいや研究類型を確
認することで明らかにしたとおりである。特に，最近の研究では, PCF,
ＰＣＶないしＰＣＢと他の変数との関連性あるいは因果性の検証を対象と
する研究が多くみられることは先に言及したとおりである。ここでは，研
究対象に設定されている領域を捉えるのではなく，実証研究で採用されて
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表4.最近の心理契約に係る実証研究の要約
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いる分析フレームや分析手法について，それぞれの問題点を考慮しながら
概観し，それらの流れや動きを時系列的に捉えてみたい。
　表4.は，最近の心理契約研究にみられる実証分析の手続きを中心に要
約したものである。ここで取りあげている研究のすべてが，研究目的の下
位目標として，検証するための仮説を構築し，一連の分析手続きを通じ，
当該研究の帰結を得るパターンを採用している。現象メカニズムの説明を
試みる仮説検証型の研究である。
①　分析視点
　最近の実証研究において，まず指摘できる点は, Lester ｄ?｡(2002)や
Porter ｄ ａ/｡ (2002)などの幾つかの研究を除いて，分析の視点がすべて従
業員の視点に基づいていることである。心理契約には，少なくも関係当事
者が２組以上みられることは周知のとおりだが，従業員の視点，正確には
従業員の知覚(perception)の視点から捉えた研究が中心である。この点に
ついて実証研究上の限界ないし課題として指摘しているものが少なくない
(例えば, Rousseau,1990; Robinson ＆Ｍｏ?son,1995; 2000; Thomas & Anderson,
1998; Kickul g?。2002)。 Rousseau & Tijoriwala (1998)は，契約当事者と
して，従業員と同様に雇用主あるいはエージェント(例えば，上司)の知
覚からみた心理契約を探索する研究の必要性を言明している。そうするこ
とによって，従業員の見地だけから捉えられた程度の問題としての相互関
係だけでなく，相互関係に対する知覚の原因をより正確かつ深く理解する
ことに結びつくからである。実際，心理契約は交換関係にみられる複雑な
主観的特徴と相互依存性の組み合わせをつうじて成立がみられるものであ
る。たとえ複雑な状況を考慮しなくても，関係メカニズムを解明しようと
すれば，従業員と雇用主の交錯部分に着目する必要がみられるのは当然で
ある。その部分を経験的事実に照合した際，よりダイナミックに現象を捉
え，説明できるのかが重点になることは言うまでもない。
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②　分析フレームと測定尺度
　ＰＣＦ,ＰＣＶあるいはＰＣＢと他の諸変数との関連分析ないし影響力分析
では，少なくとも２つの点を指摘することができる。それは分析フレーム
の設計と採用変数の多様化である。表5.は，最近のＰＣＶないしＰＣＢの
研究でみられる分析フレームと採用された変数を要約したものである。
　当然ながら，研究者のリサーチ・クエスチョンの設定によって分析モデ
ルのデザインの仕方が異なるため，説明変数としてＰＣＶまたはＰＣＢを採
用する分析フレームと目的変数としてそれらの変数を採用する研究にみら
れるように，研究上の因果の捉え方に２つの方向性をみることができる。
また, Robinson & Rousseau (1994）の研究のように，必ずしも変数間の因
果関係を前提としない研究とCavanaugh & Noe (1999）やTumley &
Feldman (1999;2000）の研究のような因果の方向性を仮説に組み入れた研
究が実際みられるため，ＰＣＶないしＰＣＢの原因の探索を行なう分析フ
レームを採用する研究（従属変数としての採用）とそれらの結果を検討する
フレームを採用する研究（独立変数としての採用）の２つのタイプがみられ
る。
　図2.は, PCVまたはＰＣＢの研究を変数の採用方法と変数間の関係の
捉え方を基準にして各実証研究のポジショニングをみたものである。変数
間の関連性を因果関係と単純な関係性に区分できるかどうかという点と関
係性と因果関係を対立概念で説明することができるかという点の問題は残
されているものの，ここでは変数間の関係性を検証する研究と変数間に時
間的，論理的軸が考えられる影響力を検証する研究に分類したかたちで整
理を進めている。概して，近年の研究は，1990年代前半の研究に比べる
と，ＰＣＶないしＰＣＢに因果の方向性を認める分析フレームが採用され
る傾向がややみられる。変数の採用方法については，研究者の問題意識に
基づき設計された分析モデルに強く依存するが，ＰＣＶないしＰＣＢを独
立変数に採用しているケースが多くみられる11）。
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表5.最近のＰＣＶとＰＣＢの研究フレーム(注1)
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図２．ＰＣＶとＰＣＢ研究のポジショニング
　次は，心理契約の実証研究で採用される変数の測定方法の動きとそれの
問題点についてである。独自の尺度開発12)を進める動きもみられるが，
心理契約を測定する尺度の場合, Rousseau (1990)やRobinson & Mo?-
sｏｎ(1995)によって開発された尺度を採用し，若干のアレンジを加える傾
向がみられ，それが実証研究を進めるうえで一般化しつつある(Lester et
al，　２002)。各研究者によって項目の整理は進められているが, PCVや
ＰＣＢの測定尺度についても, Robinson & Rousseau (1994),Robinsonｅt al.
(1994),Robinson & Morrison (1995),Robinson (1996)に依拠する研究が
多くみられる(Tumley & Feldman,1999; 2000)。要するに，心理契約に係る
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測定尺度は，主として，独自に開発されているというよりも，むしろ基本
的事項をRousseauなどの先行研究に求め13)，項目における多少の変更を
加える程度であって，一般化している方向がみられる。
　そうした傾向がみられながらも，実証分析における測定尺度の統一性に
係る問題が研究の多くにみられるのが実際である。というのも，実証研究
の中で採用される変数は，いずれも時間の流れ，環境の変化といった動き
を意識したかたちで捉えられなければならないためである。成立条件とし
て採用されている変数がそうした変化を加味ながら信頼性や妥当性14)を
維持できるか否かは検討すべき重要な問題である。実際，個人の心理契約
は必ずしも固定的ではなく，変動的な性格を有する概念である(Rousseau,
1996; Rousseau & Tijoriwala,1998)。従って，心理契約に係る実証研究に横
断的研究方法を採用することは限界を意味するのである(Cavanaugh & Noe,
1999; Tumley & Feldman, 1999; Kickul etai,１002; Lester et?･,2002)。概し
て，たとえ実証研究のために開発された測定尺度であったとしても，心理
契約の内容全体を評価するための妥当な測定モデルを開発することが今後
の課題として指摘されていることは言うまでもない。その場合，当然なが
ら，定性的な分析方法による情報の収集も活用し，項目の漸進的な確認が
進められていく必要がある。
　Ⅳ．要約と課題
　心理契約は雇用関係を説明するための今や中心的なフレームである
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(Conway & Briner,2002)。個人の知覚レべルに立脚し，従業員と組織の関係
を捉える点では，新しいパースペクティブといえる。比較的新しい研究領
域だからこそ概念妥当性の問題や方法論上の問題が依然としてみられるわ
けだが,心理契約研究に対する関心が高まっている傾向がRousseau (1989;
1990)の研究以降顕著であることは否定できない。こうした研究に対する
関心が高い理由については, Anderson & Schalk (1998)が個人レベルでみ
られる要因と環境や組織レべルの要因を示しているが，本研究ではあえて
言及することはなかった。ただ，従来のＥ-Ｏ関係の変化が，心理契約の
研究の増加を加速させている中心的理由であることは多くの研究が指摘し
ているとおりである15)。
　心理契約のフレームを採用し，実証的にＥ-Ｏ関係の現象メカニズムの
解明を試みる研究の動きは，心理契約研究の｢新世代｣とも位置づけられ
るものである(Rousseau & Tijoriwala,1998)。本研究では，日本ではそれほ
ど積極的な研究がみられない，最近の心理契約の研究の動向について，特
に最近の実証研究の整理を進めながら，研究の方向性や研究上の限界，問
題点を確認することをねらいとしたものである。実際に，先行研究のねら
い，方法，限界などを整理，確認し，中心的イシューを捉え直すことは，
これから事実や残余カテゴリー(経験的世界)と概念の往復作業を進めて
いくうえで解決すべき課題を明確にすることができると同時に，研究テー
マの確認やリサーチ・クエスチョンの設定方法に有効に機能することが期
待できる。ただ，具体的な分析手法レべルにみられる議論を本研究では概
観程度に留めたことは，今後の検討課題として残されたままである。複雑
かつダイナミックである心理契約を個人の知覚を拠り所として，一般化作
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業を進めることは多くの難問に直面することを意味する。また，先行研究
にみられる心理契約に係る測定尺度を直接転用するのではなく，日本の事
情との整合性を考慮して，尺度開発を進めていく点についても今後の課題
としたい。
　欧米では，契約は従業員と企業組織の関係にとって必要不可欠な構成要
素である(Robinson & Rousseau,199４）。これは，欧米社会の特徴をあらわす
表現の一つに「契約社会」という言い方があるように，人と人との関係や
人と組織との関係，また組織と組織との関係は，「契約」を基礎において
関係の成立がみられることを意味する。こうした考え方に対して，日本の
場合，契約を基礎とした関係をイメージすることは，どちらかというと馴
染みにくい印象がみられる。たとえ契約といった表現上の問題がみられる
としても，心理契約は，関係を成立させている相互義務の捉え方に対する
信念，すなわち個人の知覚を基礎とした構成概念に他ならない。約束を基
礎とした義務に対する個人の見方であって，極めて身近な現象なのであ
る。
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